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ニュージーランド障害者団体レポート（ＪＤ仮訳）
（New Zealand Disabled Person’s Organisations Report）

２０１４年７月３１日（事前質問事項後のパラレルレポート）

夜明けを呼び、新しい日の到来を示すために私たちが声を合わせるとき、
夜の空を飾る星のように天国に住む人々の夢を運ぶ声、私たちが呼ぶ声、私たちが出会う声・・・・こうした声を合わせるとき、私たちはあなたの貢献を思い出し、あなたの記憶の中の永遠の平和を祈ります。
私たちは、アオテアロア・ニュージーランドの障害者コミュニティの統一された声を用いて、歓迎と友好の声を伝えます。
話しているこの声、この連帯の声は、受容する世界への道をつくる。
飛び立つため、そして聞いてもらうため、私たちはこの声を4つの風に送ります！
「世界で最高のものは何ですか？」と尋ねて見て下さい。
私は答えます、 「それは人間です、人間です、人間です！」。

献辞
　このレポートを、ニュージーランドの過去、現在、未来の障害者に捧げます。意志の強さと優しさのもたらすものがもっと大きいものであることを、私たちの社会はまだ理解していません。
　私たちは、すべての人の貢献を大切にする社会にするために、団結して全力で働いています。
　過去、現在、未来のアオテアロア（ニュージーランド）の障害者のために、より良い世界の創造に向けて根気強く働いてゆきます。
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1　この報告は、７つの障害者団体の連合により作成された。
ニュージーランド障害者連盟
ニュージーランド盲人市民協会
バランスニュージーランド
アオテアロアニュージーランドろう者協会
ニュージーランド盲ろう協会
NgātiKapoアオテアロア（マオリの障害者団体）
ピープルファーストニュージーランド
2　これらの7つの障害者団体はすべて、ニュージーランドで合意された障害者団体の役割と属性の定義を満たしている。それらは以下のすべてを持つ組織である。
a 全国的組織であり全国に焦点をあてる。
b 障害者権利条約（CRPD）を反映した組織の目標と目的。
c 運営機関の過半数が障害者。
d 会員の過半数が障害者。
e 会員のために発言する任務や権限がある。
f 情報共有を含め会員と関わる[endnoteRef:2]。 [2:   “Disabled People’s Organisation (DPO) Roles and Attributes. Working draft – 3 December 2013; and Office for Disability Issues. (2014). “Disability Action Plan 2014-2018: New Zealand’s priorities to advance implementation of the United Nations Convention on the Rights of Persons with Disabilities and the New Zealand Disability Strategy.” (May 2014). P 3.] 

3　これらの障害者団体は、全国の障害者、ろう者、盲・視覚障害者、気分障害者、盲ろう者、マオリの盲・視覚障害者、学習/知的障害のある人々の声を代表する任務を有する。
4　7つの障害者団体すべては、障害のあるニュージーランド人の完全参加と完全市民権というビジョンに向かって働く。障害者の人権の実現を可能にするために、障害のある会員や障害者による運営組織によって運営されている。
5　これらの障害者団体は、障害サービスを提供することを主目的とする点および/または主に障害のない人が主導しているという点で、障害セクター内の他の組織とは異なっている。 7つの障害者団体の組織の説明は、（文末の）付属資料Aを参照。
6　この報告書は障害者団体が中心になってまとめられた。障害者団体が作成した報告書やその他の報告書の中で提起された問題や、ニュージーランド全土の障害者が一貫して提起してきた問題をまとめたものである。
7　この報告書の最初の草案は障害者団体間で共有され、各団体では理事会およびメンバーからの意見を求めた。その後、障害者団体は公開協議のためのさらなる草案を承認した。
8　障害者団体は、障害者団体と提携していない可能性のある障害者の声を含めることができるように、障害セクターのネットワーク全体に広く協議用草案を配布した。
9　フィードバックは報告書に組み込まれ、障害者団体が最終的な内容をとりまとめ、その決定機関が最終的な承認を行なった。
10この報告書は、各団体が義務づけているように、障害者の集合的な声を記録したものである。
11　障害者団体の意図は、障害者権利条約の実施に関して、この報告書によって障害のあるニュージーランド人の声が、ニュージーランド政府の情報と平等に取り扱われるようにすることである。
[bookmark: _Toc268717797]要　約
12　ニュージーランドが2001年から障害のある人のインクルーシブな社会のビジョンを掲げた意欲的な目標を定めていることは評価できる[endnoteRef:3]。いくつかの良い実践が行われているが、ニュージーランドはその目標を達成するための取り組みを進める上でもがいており、障害者の経験によれば公的な政策と実際の実行とはしばしば異なっている[endnoteRef:4]。 [3:  Ministry of Health. (2001). “The New Zealand Disability Strategy: Making a World of Difference. Whakanui Oranga” April 2001 P 5; and Office for Disability Issues. (2014). “Disability Action Plan 2014-2018: New Zealand’s priorities to advance implementation of the United Nations Convention on the Rights of Persons with Disabilities and the New Zealand Disability Strategy.” (May 2014).]  [4:  Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2012: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand.” (2012). P 26.] 


13　障害者の人権を監視している2010年の報告書は、次のように述べている。
障害者の社会参加が最も大きな単一の問題として浮上した...他の主要な問題は、健康に関するマイナスの経験...雇用の欠如...障害関連のサービスや支援へのアクセス...苦情を訴える際の障壁、および障害問題についての一般的な意識と反応の欠如である[endnoteRef:5]。 [5:  Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2012: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand.” (2012). P 10.
] 


14　最も顕著な不平等のいくつかは、法律による権利の完全保護と平等の扱い、インクルーシブな教育の権利、障害サービスと支援の長期計画の欠如、および監視の分野である。

15　法律上の不平等には、成人障害者の家族介護者に関する差別的な規定や、この政策に苦情を申し立てる権利の（法改正による）削除が含まれる。代理意思決定が、例えば精神病患者および学習／知的障害者の治療に関して行われている。 障害者権利条約の第5条、第12条、第13条の遵守には大きな取り組みが必要とされる。

16　教育へのアクセスは基本的な人権である。ニュージーランドではインクルーシブな教育のための特定かつ強制力のある権利が提供されていない。障害児の学習成果と達成度は評価されず、障害のない学生との比較ができない。 1996年から2006年の間に障害者の雇用差別は改善されていない。

17　中央政府および地方政府の障害データ/情報が驚くほど不足していることで明らかなように、障害問題の監視が広範に欠落している。障害サービスや支援を改善するための政府のパイロットプログラムは、小規模でゆっくりと進んでおり、長期的かつ全国的な改善の計画がない。

18　これらの不平等は、障害者権利条約に基づく義務に対する政府の責任に疑問を投げかけている。

19　政府が障害者権利条約の実施について真剣であり、障害者の生活に有意義な変更を行うのであれば、障害者権利条約を拘束力のある義務に積極的に転換し、中央政府および地方自治体が障害者の平等な権利と市民権を達成するためのより早い進歩を責任を持って達成しなければならない。
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第4条　一般的義務
20　ニュージーランド政府が、パートナーシップのもとで障害者と協議し協働する努力をしてきたことは注目に値する。
21　2001年、政府は障害者と緊密に協力し、最初のニュージーランド障害戦略を策定した。その後、2004年から2006年にかけて、政府は障害者が障害者権利条約の起草に参加できるようにし、この起草へのニュージーランドの貢献に影響を与えられるように保障した。
22 　2009年、政府は障害者権利条約の実施を進めるにあたって、各機関間のより良い調整のため、障害問題に関する閣僚委員会を設置した[endnoteRef:6]。これは年間3回開催され、障害の重大問題について政策指針とリーダーシップを提供する。この閣僚委員会は、優先課題の先導的実施を任された障害問題に関する主要執行責任者グループによって支えられている。 [6:  Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2012: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand.” (2012). P 10.] 

23　 2014年に、政府は新しい障害行動計画を発表し、今後4年間の優先事項をリストアップした。これは2010年（原文のまま：訳者）以来4番目の障害行動計画であるが、障害者団体が戦略的に開発に携わったのは初めてのことである。その結果、優先順位は障がいのある人々の優先順位とよりよく合致し、この計画はより「人に焦点を当てた」（person-directed）アプローチへの移行を促した。しかし、計画の多くは、評価、現状分析、変化に向けての可能な選択肢の検討を述べたものであり、今後4年間にわたる障害者の日常生活に対する意味のある改善を最小限に抑えるものである。この障害行動計画の実施プロセスはまだ開発中であり、障害者団体はこの作業において強力なリーダーシップを維持する必要がある。
24　現在の障害行動計画に関する政府と障害者団体のこの種の関与は、正しい方向への一歩である。しかし、ほとんどの場合、政府機関と障害者団体または障害者との間の交渉は、臨時であり、一貫性がなく、透明性に欠けているか、または存在していない。
25　障害者団体と障害者リーダーは、さまざまな政府機関が障害者と関わり、意思決定に参加させる方法にかなりの格差があると報告している[endnoteRef:7]。このため、障害者団体と「独立監視機構」が2011年にこの分野の大幅な改善を呼びかけた[endnoteRef:8]。 [7:  Human Rights Commission. (2012). “Making Disability Rights Real Whakatūturu ngā Tika Hauātanga: Annual Report of the Independent Monitoring Mechanism of the Convention on the Rights of Persons with Disabilities 1 July 2011 - 30 June 2012.” P 8; and Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2012: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand. (2012). P 90.]  [8:  Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2012: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand.” (2012). P 26.; and Human Rights Commission. (2012). “Making Disability Rights Real Whakatūturu ngā Tika Hauātanga: Annual Report of the Independent Monitoring Mechanism of the Convention on the Rights of Persons with Disabilities 1 July 2011 - 30 June 2012.” P 8 & 10.] 

26 　2013年に政府と障害者団体は、障害者団体と政府との間の連携・協力を支える5つの原則に合意した。これらの原則は次のとおり。
a　政府は障害者団体を障害者の代表として関わる。
b　適切な人材を、適時に、適切な事項に。
c　お互い双方の貢献を意義あるものと評価し、協力しやすくする。
d　私たちは、オープンで、正直で、透明で、創造的な、取り組みを行う。
e　私たちは、取り組みを見直したり良い方法を共有したりすることによって、お互いにどのように関わるか、共同で学び、見直す[endnoteRef:9]。 [9:  Office for Disability Issues. (2014). “Disability Action Plan 2014-2018: New Zealand’s priorities to advance implementation of the United Nations Convention on the Rights of Persons with Disabilities and the New Zealand Disability Strategy.” (May 2014). P 3.] 


27　これらの原則は、政府機関と障害者団体間の関与を実施し、監視するための堅固なプロセスを開発する機会を提供する。これらは、障害者問題のリーダーシップが障害者自身から来ることを保証している。政府と関わる障害者団体に関する議論は、障害者団体が将来に備えて自らの手腕と能力の問題に取り組む必要性を提起し[endnoteRef:10]、また障害者自身のリーダーシップを確保する必要性を提起した。 [10:  Human Rights Commission. (2012). “Making Disability Rights Real Whakatūturu ngā Tika Hauātanga: Annual Report of the Independent Monitoring Mechanism of the Convention on the Rights of Persons with Disabilities 1 July 2011 - 30 June 2012.” P 29.] 

[bookmark: _Toc268717799]勧告　第4条
1  政府は、障害者が自分たちに影響を与える決定に障害者団体を通じて積極的に参加するために、関与原則をすべての政府機関が実施し監視するよう、障害者団体と協力してとりくむこと。
2  政府は、障害者団体が、その能力と将来の持続力を強化でき、障害者との効果的なつながりを維持し、政府と協力する際に障害者の有効な代表者であることを可能にするために、資金と支援を約束すること。

[bookmark: _Toc268717800]第5条　平等及び無差別
公衆衛生及び障害法の差別的改正
28 　2012年、控訴裁判所は、障害のある成人家族に障害支援サービスを提供する家族介護者に助成金を支給しないという政策が、家族の地位に基づく不当な差別にあたることを確認した。
29　この決定に直接応答して、政府は2013年5月に緊急にニュージーランド公衆衛生および障害修正法を可決した[endnoteRef:11]。この改正は、家族が支払われることができる状況、支払可能な家族のカテゴリーを制限し（例えば、親は含まれ配偶者は含まれない）、家族以外の人に提供されるよりも低い給与支払いシステムとしている。さらに、この法律は、介護者としての家族の支払いその他の事項について、それ以上の苦情を申し立てることができないと宣言することにより、この問題に関するさらなる法的措置への道を閉ざした[endnoteRef:12]。これにより、人権委員会の管轄権がはずされ、政府の家族介護方針に関する不法な差別に対するあらゆる国内救済措置が取り除かれる[endnoteRef:13]。 [11:  Meaning that despite there being significant human rights implications, neither the Commission nor the public were able to make submissions on the Bill.]  [12:  New Zealand Public Health and Disability Amendment Act 2013, Section 70E.]  [13:  Submission of the New Zealand Human Rights Commission to the Eighteenth session of the Human Rights Council; New Zealand’s Second Universal Periodic Review. (2013). “Report on New Zealand’s Human Rights Performance.” (17 June 2013). P 8.] 

30　法務長官が、この改正法は司法審査の権利と矛盾しており、差別からの自由の権利と矛盾する可能性があると報告したにもかかわらず、この法律は一日で緊急の下で可決された[endnoteRef:14]。 [14:  New Zealand Law Society: Human Rights and Privacy Committee. (June 2013). “Submission to the Eighteenth session of the Human Rights Council. Shadow Report to New Zealand’s Second Universal Periodic Review.” 17th June 2013. P 5.] 

31　ニュージーランド法律協会は、法案が人権問題を提起する場合には、「緊急性」を使用してはならないと述べた[endnoteRef:15]。この法案の「緊急性」の理由は示されなかった[endnoteRef:16]。 [15:  New Zealand Law Society: Human Rights and Privacy Committee. (June 2013). “Submission to the Eighteenth session of the Human Rights Council. Shadow Report to New Zealand’s Second Universal Periodic Review.” 17th June 2013. P 4.]  [16:  New Zealand Law Society: Human Rights and Privacy Committee. (June 2013). “Submission to the Eighteenth session of the Human Rights Council. Shadow Report to New Zealand’s Second Universal Periodic Review.” 17th June 2013. P 5 & Appendix B P iii.] 

32　この法律の成立には、障害者、その他の指導者、弁護士による広範な批判が起きた[endnoteRef:17]。ニュージーランド法律協会は、法律とそれが通過した方法を批判した[endnoteRef:18]。ニュージーランドの第2回普遍的定期的審査では、ニュージーランドは、政府のプログラムがすべての人に差別なく有益であることを保証するために、公衆衛生と障害[改正]法に関する議論のある問題に取り組むよう勧告された[endnoteRef:19]。 [17:  Pundit. Blog by Andrew Geddis, accessed on 24 June 2014 at: http://pundit.co.nz/content/i-think-national-just-broke-our-constitution]  [18:  New Zealand Law Society: Human Rights and Privacy Committee. (June 2013). “Submission to the Eighteenth session of the Human Rights Council. Shadow Report to New Zealand’s Second Universal Periodic Review.” 17th June 2013. P 5 & Appendix B P iii.]  [19:  United Nations Human Rights Council Working Group on the Universal Periodic Review Eighteenth session. (January 2014). “Draft report of the Working Group on the Universal Periodic Review: New Zealand.” Geneva, 27 January - 7 February 2014. P 8. (A/HRC/WG.6/18/L.1).] 

33　この問題は、マオリ族の障害者にとって特に懸念事項である。彼らは文化的な理由から、家族に有償の介護者になってほしいと望む事があるからである。
34　第33条に基づいて設立された独立監視機構は、この法律の緊急の再考を勧告し、更なる法的行動を制限する部分と、家族の給与が支払われる状況と支払い可能な家族の続柄を制限する部分を廃止することを勧告した[endnoteRef:20]。 [20:  Submission of the Independent Monitoring Mechanism of the Convention on the Rights of Persons with Disabilities “Making disability rights real Whakatūturu ngā Tika Hauātanga.” (17th June 2013). P 11, in Annex 3 of the Submission of the New Zealand Human Rights Commission to the Eighteenth session of the Human Rights Council; New Zealand’s Second Universal Periodic Review. (17th June 2013).] 

合理的配慮
35　人権法は「合理的配慮」の明確な定義を規定しておらず、これは障害者に損害を与える問題であった。人権委員会は次のようにコメントした。
"...人権法が障害に合わせて対応する一般的な義務と合理的配慮の定義を含んでいれば、障害者の利益はより良くなるだろう"[endnoteRef:21]。 [21:  Human Rights Commission Letter to the Justice and Electoral Committee 1st August 2008. Accessed on 19th December 2013 at: http://www.hrc.co.nz/hrc_new/hrc/cms/files/documents/02-Dec-2008_14-13-54_Letter_to_Select_Committee_Disability.html] 

36　独立監視機構（第33条に基づいて設立）は、合理的配慮の要請が十分に理解されておらず、適切に適用されていないことを強調した[endnoteRef:22]。同機構は、2012年と2014年に、合理的配慮の要請と適用に関するガイダンスを策定するよう勧告した[endnoteRef:23]。また、条約監視連合グループ（障害者団体で構成）は、雇用を含めた合理的配慮に対して監視と見直しが必要であると勧告した[endnoteRef:24]。 [22:  Human Rights Commission. (2012). “Making Disability Rights Real Whakatūturu ngā Tika Hauātanga: Annual Report of the Independent Monitoring Mechanism of the Convention on the Rights of Persons with Disabilities 1 July 2011 - 30 June 2012.” P 18-21; and Human Rights Commission. (2014). “Making Disability Rights Real Whakatūturu ngā Tika Hauātanga: Second Report of the Independent Monitoring Mechanism of the Convention on the Rights of Persons with Disabilities. Aotearoa New Zealand. July 2012 - December 2013.” P 20-25.]  [23:  Human Rights Commission. (2012). “Making Disability Rights Real Whakatūturu ngā Tika Hauātanga: Annual Report of the Independent Monitoring Mechanism of the Convention on the Rights of Persons with Disabilities 1 July 2011 - 30 June 2012.” P 21; and Human Rights Commission. (2014). “Making Disability Rights Real Whakatūturu ngā Tika Hauātanga: Second Report of the Independent Monitoring Mechanism of the Convention on the Rights of Persons with Disabilities. Aotearoa New Zealand. July 2012 - December 2013.” P 25.]  [24:  Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2012: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand.” (2012). P 82; and Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2010: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand.” (2010). P 67.] 

37　障害者権利条約の実施に関するニュージーランド政府の報告書（2011年3月）は、法務省が「現在公的活動のための（行政機関における）合理的配慮に関するガイダンスを策定している」と述べた[endnoteRef:25]。しかし、障害者団体はこれに関する進捗状況を3年間認識しておらず、政府の新しい障害行動計画は、雇用における合理的配慮ガイドラインの策定にのみ言及している。 [25:   “First New Zealand Report on Implementing the United Nations Convention on the Rights of Persons with Disabilities, March 2011.” Report submitted by the New Zealand Government to the United Nations Convention Committee on the Rights of Persons with Disabilities. P 11.] 

人権保護に関するギャップ
38　1993年の人権法は、障害者に障害のない人々と同じ人権保護を与えるものではないようである。例としては、
a　人権法が禁止する差別の根拠には、「言語」は含まれておらず、国連の市民的および政治的権利に関する規約委員会によって批判されてきた[endnoteRef:26]。この除外は、ろう者が「障害」の下でのみ差別を主張できることを意味する。しかしろう者がその言語、ニュージーランド手話（NZSL）に基づいて差別を受ける時がある。 [26:  Human Rights Committee, Concluding observations of the Human Rights Committee: New Zealand, CCPR/CO/75/NZL (2002). Para 9.] 

B　人権法[endnoteRef:27]には、性的嫌がらせや搾取を含む他の差別からの保護が含まれる[endnoteRef:28]。皮膚の色、人種、国籍、民族を理由にあるグループの人に対して敵意を喚起する可能性がある場合、虐待または侮辱的な資料を公表することは違法であると規定している。虐待物の公開に関するこの制限は、人種や民族にのみ適用され、障害者には適用されない。 [27:  Human Rights Act 1993. Sections 61 through to Section 69.]  [28:  Human Rights Act 1993. Sections 61 - 69.] 

最近、高名な公の人物が、ダウン症候群が「根絶」された場合、それは「素晴らしい成果」となるとの記述を含む、障害者に対する虐待的かつ侮辱的な資料を公表した。ニュージーランドのマオリ族やアジア人を撲滅するための同様の記述は、人権法のもとでの正式な苦情の対象となってきたはずである。障害のある人も、そのような虐待に対して平等に保護されるべきである。
[bookmark: _Toc268717804]勧告　第5条
3  政府は緊急にニュージーランド公衆衛生および障害修正法を再考し、更なる法的行動を制限している条項、家族が支払いを受ける要件を制限している条項、また支払われる家族の続柄を制限している条項を廃止すること。
4  政府は、権利章典および人権法の下での合理的配慮の義務および適用に関するガイダンスを策定することに、優先的に取り組むこと。
5  政府は、人権法の見直しを行い、障害者に障害のない人と同等の人権保護を提供できるよう、この法律の必要な修正を行うこと。
[bookmark: _Toc268717805]
第6条　障害のある女子
39　障害のある女性の割合は、資格が不足している人、仕事をしていない人、低収入の人の中で不釣り合いに高い[endnoteRef:29]。また、障害のある女性は、虐待や性的暴力を受ける割合がはるかに高いという証拠もある[endnoteRef:30]。 [29:  Statistics New Zealand. (2006) Household Disability Survey.]  [30:  Kingi and Jordon. (2009). “Responding to sexual violence: Pathways to recovery.” Report commissioned by the Ministry of Women’s Affairs.] 

40　2014年1月のニュージーランド第2回普遍的定期的審査では、人権理事会作業グループは、ニュージーランドが「市民社会と協力して、明確な目標を持つ女性のための国家行動計画を策定し、女性に対する暴力、賃金の不平等、マオリとパシフィカ（太平洋からの移住者やその子孫：訳者）の女性の状況、および障害のある女性などの問題に取り組むこと」を勧告した[endnoteRef:31]。 [31:  United Nations Human Rights Council Working Group on the Universal Periodic Review Eighteenth session. (January 2014). “Draft report of the Working Group on the Universal Periodic Review: New Zealand.” Geneva, 27 January-7 February 2014. P 21 & 23. (A/HRC/WG.6/18/L.1).] 

[bookmark: _Toc268717806]勧告　第6条
6  政府は、女性に対する暴力、賃金格差、健康不平等、教育不平等、障害のある女性の健康と幸福などの問題に対処するための明確な目標をもって、障害者団体および障害のある女性と協力して、障害のある女性のための国家行動計画を策定すること。
[bookmark: _Toc268717807]
第7条　障害のある児童
41　2013年には障害のある15歳未満の95,000人の子どもがいた[endnoteRef:32]。これは15歳未満のすべての子どもの11％に相当する。2006年のデータによると、全障害児の約3分の1（31％）がマオリであり、これはニュージーランドの全人口の14.6％がマオリであることと比較される[endnoteRef:33]。 [32:  Statistics New Zealand. (2014). “Disability Survey 2013: Key Facts.” P 3.]  [33:  Statistics New Zealand 2006 Quick Stats about Maori. 2006 Census.] 

42　政府の児童障害手当を受けている子どもの37％が給付に依存している家庭に暮らしていることに見られるように、障害のある子どもたちは子どもの貧困の統計に高い割合で表れている[endnoteRef:34]。障害のある子どもたちはまた、一人親の世帯に住む割合が高い[endnoteRef:35]。障害のある子どもは、障害を持たない子どもに比べて、虐待されたり、放置されたりする可能性が3〜4倍高い[endnoteRef:36]。障害のある子どものほぼ半分（46％）が特別な教育ニーズを持っていた。 [34:  A reported 48 percent of children who receive the Child Disability Allowance live in benefit dependent homes. Ministry of Social Development. (2012). “The Statistical Report: for the year ending June 2012.” P 100 - 101.]  [35:  An estimated 28 percent of disabled children live in one-parent households compared to 18 percent of non-disabled children, in Office for Disability Issues; Statistic New Zealand. (2009). “Disability and Informal Care in New Zealand in 2006.” Wellington: Statistics New Zealand. P 14.]  [36:  Murphy, N. (2011). “Maltreatment of Children with Disabilities: The Breaking Point” in Journal of Child Neurology 26(8), 1054 - 1056.] 

43　障害者の権利擁護者たちは、障害のある子どもを障害のない子どもより不必要に不利に取り扱っているとして、1989年子ども、青少年および家族法の条項の廃止を求めた[endnoteRef:37]。 [37:  CCS Disability Action. (2013). “Including All Children: Submission on the Vulnerable Children Bill.” 30 October 2013.] 

44　この法律は、障害のために子どもが必要とする日々のケアを家族が提供することができない場合に、より多くのケア契約を提供することを定めている。精神的および身体的に障害のある子どもについては、認可された組織（事業者）では、拡大ケア契約が無期限に延長されることができる。
45　無期限の居住ケアを受けている障害児に関して、別の家族がその子を自宅で介護したいと希望し、かつそれが可能であるケースの報告がある[endnoteRef:38]。この法律の条項では、障害のある子どもに対する保護は障害のない子どもの場合よりも少なく、家庭生活への権利がより少ない。障害者権利条約第23条の3および4と矛盾するように見える。 [38:  CCS Disability Action. (2013). “Including All Children: Submission on the Vulnerable Children Bill.” 30 October 2013. P 8.] 

46　政府の新しい障害行動計画2014-2018[endnoteRef:39]は、この分野で必要とされる改正を明確にするための見直しを行うこととしている。今後、この作業は障害者団体の密接な関与と監視を必要とする。 [39:  Office for Disability Issues. (2014). “Disability Action Plan 2014 - 2018: New Zealand’s priorities to advance implementation of the United Nations Convention on the Rights of Persons with Disabilities and the New Zealand Disability Strategy.” (May 2014).] 

47　ニュージーランドでは、障害児虐待に関する分類された統計情報を収集し、報告する義務は規定されていない。例えば、社会開発省の統計報告には、子どもに対する懸念の報告に関する情報が含まれているが、虐待を受けた障害児の数は特定されていない。
48　国際的な証拠[endnoteRef:40]によれば、障害のある子どもたちは社会の最も脆弱なメンバーのひとつであるが、2012年の政府の「子どもの行動計画」には障害のある子どもたちへの言及はない[endnoteRef:41]。 [40:  See, for example The State of the World’s Children 2013 – Children with Disabilities (2013, UNICEF, May 2013) available at http://www.unicef.org/sowc2013/report.html]  [41:  New Zealand Government. (2012). “Children’s Action Plan: Identifying, Supporting and Protecting Vulnerable Children.” October 2012.] 

49　2014年1月のニュージーランドの第2回普遍的定期的審査では、ニュージーランド政府が、子どもの貧困、特にマオリ族の子ども、パシフィカ（太平洋地域）の子ども、障害のある子どもの貧困と戦うよう勧告された[endnoteRef:42]。 [42:  United Nations Human Rights Council Working Group on the Universal Periodic Review Eighteenth session (January 2014). “Draft report of the Working Group on the Universal Periodic Review: New Zealand.” Geneva, 27 January - 7 February 2014. P 19. (A/HRC/WG.6/18/L.1).] 

[bookmark: _Toc268717808]勧告　第7条
7   政府は、障害者団体と親の団体と協議して、障害のある子どものための行動計画を緊急に策定すること。この計画には、障害児のデータの増加、障害児の数や状況、ニーズの調査、障害児の虐待を含めること。政府はその行動計画を実施するための資金を投入しなければならない。
8   政府は障害者権利条約の遵守を確実にするために、障害者団体と緊密に協力して、現在の障害児へのケアと支援プロセスの見直し[endnoteRef:43]を進めること。 [43:  Office for Disability Issues. (2014). “Disability Action Plan 2014 - 2018: New Zealand’s priorities to advance implementation of the United Nations Convention on the Rights of Persons with Disabilities and the New Zealand Disability Strategy.” (May 2014).] 

[bookmark: _Toc268717809]
第8条　意識の向上
50　障害者は、障害者の社会参加がしばしば人々の否定的または無教育による態度によって制限されていると報告し、社会のすべての分野を対象とした国民意識向上キャンペーンを求めた[endnoteRef:44]。 [44:  Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2010: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand.” (2010) .P 50.] 

51　現在、政府は障害者に対する態度や行動を改善することを目的としたコミュニティレベルの「見方を変えよう」（Think Differently）キャンペーンを実施している。しかし障害者団体は、この取り組みが新しい政府・障害者団体の協力原則[endnoteRef:45]に準拠していないとの懸念を表明した。このため障害者権利条約と矛盾するように見えるいくつかの決定がなされた。 [45:  Office for Disability Issues. (2014). “Disability Action Plan 2014 - 2018: New Zealand’s priorities to advance implementation of the United Nations Convention on the Rights of Persons with Disabilities and the New Zealand Disability Strategy.” (May 2014). P 3.] 

勧告　第8条
9   障害者団体が、障害者に対する態度や行動の変化のために有意義な影響とリーダーシップを発揮できるようにするため、新しい関与原則[endnoteRef:46]を生かして、政府の「見方を変えよう」キャンペーンを障害者団体と連携して行うこと。 [46:  DPOs and Government joint agreement of “Principles to underpin our new engagement model.” (August 2013).] 

10  政府が全国障害啓発キャンペーンに取り組み、障害者団体と協力してこれを計画し進めること。
 
[bookmark: _Toc268717811]第9条　施設及びサービス等の利用の容易さ
建築物
52　アクセシブルな建築基準、その遵守と監視は、ニュージーランドの建築環境のアクセシビリティを改善するための見直しと向上が必要である[endnoteRef:47]。 [47:  Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2012: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand. (2012). P 23, 82; and Human Rights Commission (2012). “Better Design and Buildings for Everyone: Disabled People’s Rights and the Built Environment” P 13 & 14.] 

53　現在の建物のアクセシビリティ基準は義務ではなく、最後のレビューは10年以上前である[endnoteRef:48]。政府は2013年12月、障害分野からの継続的な要請に対応して、現行の建物規制制度の見直しを行うことを発表した[endnoteRef:49]。この見直しは、建物のアクセス要件がどのように実施されているか、この要件が障害のある人々の建物へのアクセスにどの程度役立っているかをよりよく理解することを目的とする。この見直しに基づく勧告は2014年中頃の予定である。この見直しへの障害者団体の関与は弱く、新たな関与原則が活かされるべきである。 [48:  Human Rights Commission. (2012). “Better Design and Buildings for Everyone: Disabled People’s Rights and the Built Environment.” P 13 & 14.]  [49:  New Zealand Government Ministers Maurice Williamson and Tariana Turia (Second December 2013). Accessed on 17th February 2014 at http://www.beehive.govt.nz/release/progress-disability-access-review] 

住宅
54　調査によると、障害者の住宅ニーズは、ニュージーランドの現在の住宅ストックによっては満たされていない[endnoteRef:50]。また、政府の住宅改修資金は、基本的なニーズのためのものであり、障害者の自立や自律、そして家族全体の福祉については考慮されていないという報告もある。例えば、家庭内に障害のない大人がいればキッチンの改造の必要はないと解釈されるので、障害のない家族や同居人が障害者のためにすべての料理を行うことが期待されていると言える。アクセス可能な出口が1つしか義務づけられていないので、障害のある人々が、火災発生時の安全について恐れているという報告がある[endnoteRef:51]。 [50:  Centre for Research Evaluation and Social Assessment and the Auckland Disability Resource Centre. (2007). “Housing and Disability: Future proofing New Zealand’s housing stock for an inclusive society.” Report commissioned by the Centre for Housing Research and the Office for Disability Issues. May 2007 P i.]  [51:  Ibid. p ii.] 

55　障害のある人のグループの中には、とくに貧しい住宅選択肢しかもたない人々がいる。それは、大人の生活に移行する若者[endnoteRef:52]、精神病を患っている人、保健分野の助成金で暮らしている人々、貸屋・貸室に住む人々、支援する家族がいない人々、家族の所得が低い人々である。 [52:  Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2013: Youth. A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand.” (2013). P 37.] 

交通
56　障害者のためのアクセシブルな交通手段の提供には、いくつかの取組と改善が行われてきた。しかし、（2005年の人権委員会の報告書で勧告された）すべての公共陸上交通のための全国アクセシビリティ基準の開発は進んでおらず[endnoteRef:53]、障害者は交通法令を実施する際の問題が継続していると報告している[endnoteRef:54]。 [53:  Human Rights Commission. (2012). “Making Disability Rights Real – Whakatūturu ngā Tika Hauātanga: Annual report of the Independent Monitoring Mechanism of the Convention on the Rights of Persons with Disabilities.” 1 July 2011 - 30 June 2012. P 32.]  [54:  Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2012: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand. Large Print Version. (2012). P 34.] 

57　障害者は、2008年公共交通管理法および2003年の陸上交通管理法を改正し、障害者を含め、アクセシビリティ規定を明確にし、より良く実施するよう要請した[endnoteRef:55]。 [55:  Best practice documents include: “Pedestrian Planning Guide” and “Is This the Right Bus?” Accessed on 26 March 2014 at: http://www.nzta.govt.nz/resources/pedestrian-planning-guide/ ; and Blind Citizens New Zealand. Accessed on 26 March 2014 at: http://www.abcnz.org.nz/node/53; cited in the Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2012: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand. (2012). P 84.] 

58　政府は、補助金付きタクシーサービスを含む「総合移動」制度など障害者への移動支援を提供している。障害者は、この制度が資金不足で、実施が不適切で、問題の報告と監視に一貫性がないと報告している。制度が全国的に一貫し、公正に行われることが求められている[endnoteRef:56]。障害者用駐車スペースを利用している非障害者の問題は、現在もなお報告されている[endnoteRef:57]。 [56:  Association of Blind Citizens of New Zealand. (July 2008). “The Great Barrier Brief: Register of Issues – Blind People Speaking for Ourselves.” P 1.; and Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2012: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand.” (2010). P 44, 61, 62.]  [57:  Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2010: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand.” (2010). P 83.] 

59　障害のある人々の交通アクセシビリティと利用に関するデータ収集と監視が不十分であり、改善計画を立てることが難しい。
情報とサービス
60　ニュージーランドの政府のサービスと情報へのアクセス問題は、障害者の社会参加にとっての重大かつ困惑する障壁のままである。情報やサービスにアクセスする際の問題は、障害者によって報告され、人権委員会とオンブズマン事務所への苦情で明らかになっている[endnoteRef:58]。例えば、政府の情報、通信や書式にはアクセスできないことが多く、そのなかには医療同意書や医薬品ラベルなどのハイリスク情報が含まれている、と障害者が報告している[endnoteRef:59]。 [58:  Human Rights Commission. (2012). “Better Information for Everyone: Disabled People’s Rights in the Information Age.” (October 2012). P 5 & 8; and Deaf Aotearoa New Zealand (2010) “Deaf Way” Report, undertaken by Fitzgerald and Associates (February 2010). P 24; and Human Rights Commission. (2012). “Making Disability Rights Real Whakatūturu ngā Tika Hauātanga: Annual Report of the Independent Monitoring Mechanism of the Convention on the Rights of Persons with Disabilities.” 1 July 2011 - 30 June 2012.” P 13 & 14.]  [59:  Human Rights Commission. (2012). “Better Information for Everyone: Disabled People’s Rights in the Information Age.” Human Rights Commission: Auckland, New Zealand. P 8.] 

61　ニュージーランド政府のウェブ基準は、国際的な「ウェブコンテンツ　アクセシビリティガイドライン」に基づいており、主要な政府部局には義務づけられている。しかし、これらの基準の遵守率は低く、また基準は適用対象範囲が狭いと批判されている。すなわち、地区衛生委員会、地方自治体、学校は含まれていない[endnoteRef:60]。 [60:  Human Rights Commission. (2012). “Better Information for Everyone: Disabled People’s Rights in the Information Age.” (October 2012). P 5 & 13.] 

勧告　第9条
11  政府は、すべての建物立法と建物基準を障害者権利条約と整合させ、新築および改装のすべての公共建物のアクセシビリティ基準の遵守を義務化し、建物のアクセシビリティ基準が適切に実施され、施行され、監視されるようにすること。
12  政府は、新しい関与原則[endnoteRef:61]を生かして、障害者団体が、建物の見直し（前項）の結果に伴う取り組みや、建物アクセシビリティ関係の継続的な取り組みに際して有意義な影響とリーダーシップを発揮できるように、障害者団体と連携すること。 [61:  Office for Disability Issues. (2014). “Disability Action Plan 2014-2018: New Zealand’s priorities to advance implementation of the United Nations Convention on the Rights of Persons with Disabilities and the New Zealand Disability Strategy.” (May 2014). P 3.] 

13  政府は、障害者の自立、自律および安全を確実に確保できるよう、住宅改造政策、資金調達、実践を改善すること。
14  政府は、障害者団体と密接に協議して、障害者のための交通サービスやインフラへのアクセシビリティを徐々に向上させ、またその進捗状況を注意深く監視するために、計画を進めること。
15  政府は、政府機関の情報へのアクセシビリティを向上させるために、障害者団体との緊密な協議のもと、ニュージーランド政府のWeb標準への準拠を促進し、これらの基準の遵守義務の範囲を地方保健委員会、地方自治体および学校を含む公法人に広げること。
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第11条　危険な状況及び人道上の緊急事態
62　2010年と2011年のクライストチャーチの大地震は、地域社会に住む障害者に対する緊急の備えと対応が不十分であることを浮かび上がらせた。それ以来、緊急時の障害者のためのアクセス可能な情報や計画を改善するための取り組みが数多く行われてきた。
63　クライストチャーチ復興における障害者の権利を守るため、地震障害リーダーシップグループが設立された。このグループは障害者が主導し、障害者団体が含まれる。これはまとまった要望を表明する上で効果的であったが、しかし、建築物のアクセスの問題と緊急時の障害者のための計画は、クライストチャーチとニュージーランド全体で引き続き問題となっている。
勧告　第11条
16    政府は、クライストチャーチの復旧と修復をめぐるすべての作業において障害者団体と障害者の関与を継続すること。
17    政府は、緊急事態における障害者への保護、安全およびサービスと支援の継続を保障するための明確な計画を確実に立てること。
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第12条　法律の前にひとしく認められる権利
64 　2012年に条約監視連合グループ（障害者団体で構成）は、ニュージーランドは障害者権利条約第12条[endnoteRef:62]および第12条に関する障害者権利委員会の一般意見[endnoteRef:63]が示す支援付き意思決定アプローチではなく、代替意思決定を最も頻繁に使用していると報告した。 [62:  Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2012: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand.” (2012). P 28 & 29.]  [63:  Committee on the Rights of Persons with Disabilities. (November 2013). “General comment on Article 12: Equal recognition before the law.” Eleventh Session 30 March - 11 April 2014. CRPD/C/11/4.] 

65　第12条の適用に最も関連するニュージーランドの3つの法律は、個人および財産権保護法1988、精神保健（強制診断および治療）法1992および知的障害強制ケアおよびリハビリテーション法2003である。
66　これらすべての法令は、障害者の可能な限りの意思決定を支援する条項を含んでいるが、実施プロセスの貧弱さと適切な乱用防止策の確保に関して懸念が出されている。
67　障害者は、強制的介入がしばしば最後の手段ではなく最初の手段となっているとの懸念を表明している[endnoteRef:64]。同意なしの精神保健医による電気痙攣治療（ECT）の実施が報告され[endnoteRef:65]、この治療を受ける人の数が増加しているという報告がある[endnoteRef:66]。ニュージーランド精神保健（強制診断および治療）法の下で、精神病の人々が強制治療権の過度の使用を受ける懸念が表明されている。過去5年間に強制治療を受ける人が大幅に増加し、マオリ族の人々はその中で高い割合を占めている[endnoteRef:67]。また、精神保健施設における隔離の広範な利用にも懸念があり、これを廃止する呼びかけもなされている[endnoteRef:68]。 [64:  Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2012: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand. (2012). P 28.]  [65:  Human Rights Commission. (2014). “Making Disability Rights Real Whakatūturu ngā Tika Hauātanga: Second Report of the Independent Monitoring Mechanism of the Convention on the Rights of Persons with Disabilities. Aotearoa New Zealand. July 2012 - December 2013.” P 55.]  [66:  Radio New Zealand report. 31 December 2013. http://www.radionz.co.nz]  [67:  Ibid.]  [68:  Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2012: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand.” (2012). P 13; and “United Nations Working Group on Arbitrary Detention Statement.” P 5, accessed on 2 July 2014 at: http://www.hrc.co.nz/2014/04/09/united-nations-working-group-on-arbitrary-detention-statement/] 

68　精神保健財団は、精神保健法が、精神障害者が治療に同意する能力を自動的に失っているわけではないことを認識するために、この法律の見直しと修正を勧告した。この財団は、電気痙攣療法が真にインフォームド・コンセントの下でのみ実施されることを望み、またマオリの人々の入院が不均衡に高い理由をさらに調査したいと考えている[endnoteRef:69]。 [69:  United Nations Human Rights Council, Working Group on the Universal Periodic Review, Eighteenth Session. (2013) “Summary prepared by the Office of the High Commissioner for Human Rights in accordance with paragraph 15 (b) of the annex to Human Rights Council resolution 5/1 and paragraph 5 of the annex to Council resolution 16/21: New Zealand” (4 November 2013). A/HRC/WG.6/18/NZL/3. P 6] 

69　精神保健（強制診断および治療）法は、人権原則の欠如の点で批判されており、障害者権利条約と一貫性を持たせるよう変更が求められている[endnoteRef:70]。 [70:  Dawson, J., and Gledhill, K. (2013). New Zealand Mental Health Act in Practice. Victoria University Press: Wellington, New Zealand. P 25.] 

70　政府の新たな障害行動計画2014-2018[endnoteRef:71]は、法的能力と支援付き意思決定に必要な作業を特定し、精神保健法がどのように障害者権利条約に関連するかを探求することを提案している。今後、この作業は障害者団体の密接な関与と監視を必要とする。 [71:  Office for Disability Issues. (2014). “Disability Action Plan 2014-2018: New Zealand’s priorities to advance implementation of the United Nations Convention on the Rights of Persons with Disabilities and the New Zealand Disability Strategy.” (May 2014). P 3.] 

勧告　第12条
18    政府は、障害者団体との緊密な協議の下、支援付き意思決定を通じて障害者が法的能力を発揮できるようにするとともに、このプロセスに適切な乱用防止策を確保すること。
19    政府は、代理による意思決定および支援付き意思決定を行なった障害者に関するデータおよび情報の提供を含め、モニタリングを改善すること。
20    政府は、障害者団体との緊密な協議の中で、障害者権利条約の完全な遵守を保証するために、1992年精神保健（強制的診断と治療）法と精神保健政策および慣行を変更することに直ちに取り組むこと。

[bookmark: _Toc268717821]第13条　司法手続の利用の機会
71　ニュージーランド手話法2006（NZSL法）は、ニュージーランド手話が第１言語または希望する言語である場合は常に法的手続においてニュージーランド手話を使用する権利を定めている。 裁判所の規則と訓令は、裁判所で働く通訳者が持つ必要のある能力の基準を定めている。 しかし、ろう者からは、裁判所で有能なニュージーランド手話通訳者にアクセスしたり、法的支援を得ることに格差や困難があると報告されている。監視と監督の明らかな欠如のために、これに対する証拠はない[endnoteRef:72]。 [72:  Human Rights Commission. (2012). “Making Disability Rights Real Whakatūturu ngā Tika Hauātanga: Annual Report of the Independent Monitoring Mechanism of the Convention on the Rights of Persons with Disabilities.” 1 July 2011 - 30 June 2012. P 39] 

72　1982年陪審員法に基づく規制と実践は、障害者が障害を理由に陪審員就任を免れることを規定している。しかし、適切な合理的配慮があれば、障害者は効果的に陪審員として働くことが出来る。障害者団体は、2005年に合理的配慮がなされてろう者が適切に陪審員を務めたことを認識している。
勧告　第13条
21    法務省は、適切な障害者団体と協力してニュージーランド手話通訳者の裁判所への要請および提供に関する全国情報の収集をただちに開始し、毎年この情報を報告すること。
22   政府は、陪審員として務めている障害者に関連する法律、政策および慣行を点検し、規定および慣行が差別的ではなく、合理的配慮が提供されていることを確実に保障すること。
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第14条　身体の自由及び安全
73　一般市民と比較して受刑者は精神病の有病率が有意に高く[endnoteRef:73]、受刑者への精神保健ケアは重大な懸念事項として提起されている[endnoteRef:74]。オンブズマン事務所は現在、刑務所の精神保健ケアを改善するための矯正局と保健省との間のプロジェクトを監視している[endnoteRef:75]。 [73: Department of Corrections. (1999). “National Survey of Psychiatric Morbidity in New Zealand Prisons”; and Ministry of Health.” (2001). “Services for People with Mental Illness in the Justice System.” ]  [74:  Human Rights Commission. (2014). “Making Disability Rights Real Whakatūturu ngā Tika Hauātanga: Second Report of the Independent Monitoring Mechanism of the Convention on the Rights of Persons with Disabilities. Aotearoa New Zealand. July 2012 - December 2013.” P 48.]  [75:  Ibid.] 

74　障害のある受刑者のための合理的配慮の欠如についての懸念が表明されている。知的障害/学習障害のある人や精神疾患のある人の拘留と処遇への監視の改善が求められている[endnoteRef:76]。 [76: Human Rights Commission. (2012). “Making Disability Rights Real Whakatūturu ngā Tika Hauātanga: Annual Report of the Independent Monitoring Mechanism of the Convention on the Rights of Persons with Disabilities.” 1 July 2011 - 30 June 2012. P 14. ] 

勧告　第14条
23    政府は、精神疾患のある受刑者を含む障害のある受刑者への処遇が確実に障害者権利条約と一致するよう、矯正政策と慣行を改善すること。
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第16搾取、暴力及び虐待からの自由
75　国会は、障害者サービスの提供者によって障害者が不適切に扱われたり虐待されたりしたとのメディア報道に促されて、障害者ケアとサービスの質に関する調査を2008年に実施した。調査報告書は、制度上の問題を指摘し、それに対処するため方法を勧告した。勧告には、新しい独立監視機関（障害委員会／コミッショナー）の設立、障害者の選択肢の拡大、個別の直接資金助成の選択肢、苦情処理とサービス監査の改善、障害者とその家族に監視の重要な役割をもたせることが含まれた[endnoteRef:77]。 [77:  House of Representatives. (2008). “Inquiry into the quality of care and service provision for people with disabilities: Report of the Social Services Select Committee.” Forty-eighth Parliament (Russell Fairbrother, Chairperson) September 2008.] 

76　2013年に保健省は障害者支援サービスにおいて障害者が確実に安全であるための方法を検討した[endnoteRef:78]。この結果の報告書（「人間ファースト」（Putting People First）と呼ばれる）は、（実施基準を満たしていない事業者との契約を更新しないなどの）実施状況管理制度を改善し[endnoteRef:79]、障害者が不安を感じたときに発言できるようにし、苦情処理を改善することを勧告した[endnoteRef:80]。 [78:  van Eden, K. (2013). “Putting People First.” A review of Disability Support Services Performance and Quality Management Processes for Purchased Provider Services.” (November 2013). Report prepared for Hon. Tony Ryall, Minister of Health.]  [79:  van Eden, K. (2013). “Putting People First.” A review of Disability Support Services Performance and Quality Management Processes for Purchased Provider Services.” (November 2013). Report prepared for Hon. Tony Ryall, Minister of Health. P 7.]  [80:  van Eden, K. (2013). “Putting People First.” A review of Disability Support Services Performance and Quality Management Processes for Purchased Provider Services.” (November 2013). Report prepared for Hon. Tony Ryall, Minister of Health. P 1.] 

77　また近年の地域調査では、障害のある人々に対する貧しく不安全なサービスの現状を継続させているさまざまな構造が明らかとなった。これには、運営管理の貧弱さ、監視と報告の不十分さ、何が障害者虐待になるのかに関する無理解、そしてを「沈黙へのプロセス」が含まれていた[endnoteRef:81]。 [81:  Roguski, Dr M. (June 2013). “The Hidden Abuse of Disabled People Residing in the Community: An Exploratory Study.” prepared for Tairawhiti Community Voice. P vii.] 

78　安全で適切な障害支援サービスの提供にとっての深刻な制度問題を指摘し続けてきた数年にわたるいくつかの報告にもかかわらず、政府は改善を進めていない。
79　ニュージーランドの1995年家庭内暴力法における虐待の定義が、障害者とその介護者の間の虐待をカバーしているかどうかは不明である[endnoteRef:82]。立法、政策、実践が障害者を重大な危害から確実に守るものとなるよう、取組がなされるよう勧告されている[endnoteRef:83]。 [82:  New Zealand’s Domestic Violence Act 1995 provides a comprehensive definition of abuse, covering abuse between parties who would ordinarily share a household or have a close personal relationship. It is not clear whether this covers abuse between a disabled person and their caregiver. Cited in Dr Michael Roguski. (June 2013). “The Hidden Abuse of Disabled People Residing in the Community: An Exploratory Study.” Prepared for Tairawhiti Community Voice. P 49; and Karen van Eden (2013). “Putting People First.” A review of Disability Support Services Performance and Quality Management Processes for Purchased Provider Services.” (November 2013). Report prepared for Hon. Tony Ryall, Minister of Health. P 16.]  [83:  van Eden, K. (2013). “Putting People First.” A review of Disability Support Services Performance and Quality Management Processes for Purchased Provider Services.” (November 2013). Report prepared for Hon. Tony Ryall, Minister of Health. P 16.] 

80　国によるケア（例えば、施設、社会福祉ホーム、寄宿舎学校、里親ケア）における障害者に対する歴史的な虐待や暴力は、部分的にしか公的な認識となっていない。利用可能となった苦情や回復手続きは、障害者が適切にアクセスできるものとはなっていない。
81　障害者に対する虐待や暴力のデータや監視は全体的に不足しており、制度改善の遅れと相まって大きな懸念事項となっている。
82　ニュージーランドでは、18歳未満の学習/知的障害者の個人的な同意なしの不妊手術に、裁判所の命令は必要とされない[endnoteRef:84]。2004年児童ケア法の改正を検討している国会選出委員会は、障害のある少女と女性の不妊手術への法的保護の欠如についての懸念が強まっていることを、障害者の権利擁護者から聞いた。しかし、証明するための情報が不足[endnoteRef:85]しているため、この不妊手術に裁判所命令を求める勧告は受け入れられず、必要な改善を推進するための十分なデータがないというという広範に存在する問題が浮き彫りになった。 [84:  Hamilton, C. (2012). “Sterilisation and intellectually disabled people in New Zealand – still on the agenda?” in Kōtuitui: New Zealand Journal of Social Sciences Online, 7:2, 61 - 71: Published online 15 November 2012. P 62; and New Zealand Human Rights Commission, News and Issues, Disability (10th November 2013). “Non-concensual sterilisation laws for children outdated.” Accessed on 25 March 2014 at: http://www.hrc.co.nz/2013/non-consensual-sterilisation-laws-for-children-outdated]  [85:  Hamilton, C. (2012). “Sterilisation and intellectually disabled people in New Zealand – still on the agenda?” in Kōtuitui: New Zealand Journal of Social Sciences Online, 7:2, 61 - 71: Published online 15 November 2012. P 65.] 

勧告　第16条
24     保健省は、障害サービス提供者と障害者がひとりも監視の外に落ちないように、「人間第一」報告書の提言を適時に実施し、報告すること。
25    政府は、過去の間違いを認め、これが継続しないように歴史的虐待に対処するための適切なプロセスを提供することにより、今日および将来の障害のある子どもや大人の安全、幸福および市民権を確保すること。
26    政府は、完全かつ自由な同意なしに実施された障害のある子どもおよび成人の不妊手術に関するデータのモニタリングおよび報告の改善に、これを廃止する視点で確実に取り組むこと。

[bookmark: _Toc268717827]第19条　自立した生活及び地域社会への包容
83　グループホームの障害者は、（パートナー、家族、友人と一緒に、あるいは近くで、暮らすことを許可されていないなど）抑圧的な生活様式を引き続き経験しており[endnoteRef:86]、受けている支援や自分の生活へのコントロールをほとんど、または全くもてていないという[endnoteRef:87]。 [86:  Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2012: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand. (2012). P 30.]  [87:  New Zealand Government Cabinet Paper. “Choice in Community Living.” Accessed on 18 June 2014 at http://www.health.govt.nz/system/files/documents/pages/choice-in-community-living.pdf] 

84　障害者の年齢に適した住居施設が不足しており、住む場所の選択が厳しく制限され、時には休養施設（老人ホーム）での居住を余儀なくされている[endnoteRef:88]。2008年に国会は、2年以内に老人ホームの若い障害者を年齢に適したサービスに移行させるよう勧告した[endnoteRef:89]が、6年経っても老人ホームで暮らす若年障害者の減少の証拠はない。2008年には583人の65歳未満の障害者が居住していた[endnoteRef:90]が、5年後にはまだ500人以上がいると報告されている[endnoteRef:91]。 [88:  Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2012: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand.” (2012). P 31.]  [89:  House of Representatives. (2008). “Inquiry into the quality of care and service provision for people with disabilities: Report of the Social Services Select Committee.” Forty-eighth Parliament (Russell Fairbrother, Chairperson) September 2008. P 6.]  [90:  House of Representatives. (2008). “Inquiry into the quality of care and service provision for people with disabilities: Report of the Social Services Select Committee.” Forty-eighth Parliament (Russell Fairbrother, Chairperson) September 2008. P 26.]  [91:  Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2012: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand.” (2012). P 92; and newspaper article accessed on 17 June 2014 at: http://www.stuff.co.nz/national/health/8256621/Disabled-seek-alternative-to-rest-home-life] 

85　2011年、障害者の日々の生活様式により多くの選択肢を与えるという国会の勧告[endnoteRef:92]の3年後、政府は「地域生活の選択肢」プロジェクトを立ち上げた。このプロジェクトは、住宅サービスを利用している障害者に、どこに住んでどんな支援を受けるかに関してより多くの選択とコントロールを提供することを目指す。これはオークランドとワイカト地域の150人限定の3年間の試行的なデモンストレーション・プロジェクトである。このデモンストレーション・プロジェクトの評価が予定されている。 [92:  House of Representatives. (2008). “Inquiry into the quality of care and service provision for people with disabilities: Report of the Social Services Select Committee.” Forty-eighth Parliament (Russell Fairbrother, Chairperson) September 2008. P 5.] 

86　障害者団体は、居住サービスを利用しているすべての障害者に改革をもたらす、明確な目標と時間枠をそなえた計画があるとの認識を持っていない。
勧告　第19条
27     障害者団体との緊密な協議のもと、政府は目標と時間枠を作成し、5年以内にすべての障害者が、利用する支援と営む生活に対してより多くの選択肢と裁量を確実にもてるようすること。
28     政府は、今後2年間で65歳以下の障害者全員を地域社会に移行させること。
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第20条　個人の移動を容易にすること
87　盲導犬は政府の資金を受けず、完全に寄付金によってまかなわれている。現在、盲導犬を得るには1年間の待機が必要である[endnoteRef:93]。ガイド犬、付き添い犬または障害犬に関係する法律および政策には矛盾があり、1996年の犬規制法と人権法上の違法な差別からの保護との間にはいくらかの対立がある[endnoteRef:94]。 これらの障壁は、サービス動物を持つ障害者のアクセスと参加の権利に影響を与えている。 [93:  Blind Foundation / Home / Support Us / Red Puppy Sponsorship, accessed on 26 March 2014 at: http://blindfoundation.org.nz/support-us/red-puppy-sponsor]  [94:  Human Rights Commission. (2014). “Making Disability Rights Real Whakatūturu ngā Tika Hauātanga: Second Report of the Independent Monitoring Mechanism of the Convention on the Rights of Persons with Disabilities. Aotearoa New Zealand. July 2012 - December 2013.” P 66.] 

勧告　第20条
29    政府は、個人の移動に関するすべての規定を見直し、すべての障害者が個人的な移動において最大限の独立性を確保できるようにすること。
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第21条　表現及び意見の自由並びに情報の利用の機会
88　ニュージーランド手話法はニュージーランド手話を公用語にした。しかし、この法律は、この言語の推進と維持のための専用の資源と資金の不足の点で、また教育におけるニュージーランド手話の規定の欠如の点で批判された[endnoteRef:95]。 [95:  Human Rights Commission. (2013). “A New Era in the Right to Sign. He Houhanga Rongo te Tika Ki Te Reo Turi: Report of the New Zealand Sign Language Inquiry.” (September 2013). P 23 & 79.] 

89　人権委員会の2013年のニュージーランド手話への調査は、ろう者が自分たちの言語の権利を実現するために政府が取り組む必要のある重要なギャップを明らかにした。ろう者コミュニティと協力して、政府は、ニュージーランド手話の推進と維持に関する戦略的助言と監督を行うニュージーランド手話理事会を設立するための提案を進めてきた。
90　情報へのアクセスは、この報告の第9条でより詳細に議論されている。
勧告　第21条
30  政府は、ろう者協会、ニュージーランド手話理事会およびニュージーランド手話基金と協力して、ニュージーランド手話に関する戦略的助言、監視および促進を継続的に進めること。
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第23条　家庭及び家族の尊重
91　障害のある人々が子どもを養子にすることは難しいとの報告があり、両親又は一方の親が障害がある場合には当局が子どもを引き離すことがより容易になるという報告がある[endnoteRef:96]。 [96:  Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2012: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand.” (2012). P 56 & 93.] 

92　ニュージーランド養子縁組法1955[endnoteRef:97]は、親または保護者が「肉体的または精神的能力の不備のために不適当」とみなされる場合、裁判所は養子縁組の同意をしないことができると規定している。障害者はこれを差別的であり、障害者権利条約第23条と矛盾するとみている。 [97:  New Zealand Adoption Act 1955 Section 8 (1)(b).] 

93　障害のある子どもの家庭や家族に対する権利は、本報告の第7条で議論されている。
勧告　第23条
31    政府は、養子縁組法その他の関連する法律、および障害のある子どもや障害のある親に関係する養子縁組、養育、養育/後見、支援にかかわるすべての政策と慣行が、障害者権利条約を遵守したものとなるよう見直すこと。
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第24条　教育
94　オンブズマンと人権委員会に提出された苦情の中で、教育における障害のある子どものための資金と支援へのアクセスは共通のテーマであり[endnoteRef:98]、人権委員会に対する障害の苦情の中で最大の分野である[endnoteRef:99]。 [98:  New Zealand Human Rights Commission. (2012). “Making Disability Rights Real – Whakatūturu ngā Tika Hauātanga: Annual report of the Independent Monitoring Mechanism of the Convention on the Rights of Persons with Disabilities.” 1 July 2011 - 30 June 2012. P 20, 21 & 69.]  [99:  Human Rights Commission. (2014). “Making Disability Rights Real Whakatūturu ngā Tika Hauātanga: Second Report of the Independent Monitoring Mechanism of the Convention on the Rights of Persons with Disabilities. Aotearoa New Zealand. July 2012 - December 2013.” P 22.] 

95　障害のある子どものニーズに合った教育を達成することが今なお困難だという報告がある[endnoteRef:100]。家族の要望は高まっているが、教育制度の対応は遅く、一般の期待に遅れている[endnoteRef:101]。 [100:  New Zealand Human Rights Commission. (2012). “Making Disability Rights Real – Whakatūturu ngā Tika Hauātanga: Annual report of the Independent Monitoring Mechanism of the Convention on the Rights of Persons with Disabilities.” 1 July 2011 - 30 June 2012. P 64 & 65.]  [101:  Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2012: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand.” (2012). P 91.] 

96　障害者権利条約のための独立監視機構は、2012年と2014年に障害児教育に関する3つの懸念を示した。
a　障害のある子どものための義務的で具体的な教育の権利がない。
b　障害学生の学習成果データの欠如。
c　ニュージーランドを隔離とインクルージョンの混合教育制度から完全インクルーシブ教育制度に移行させる計画がない[endnoteRef:102]。 [102:  New Zealand Human Rights Commission. (2012). “Making Disability Rights Real – Whakatūturu ngā Tika Hauātanga: Annual report of the Independent Monitoring Mechanism of the Convention on the Rights of Persons with Disabilities.”1 July 2011 - 30 June 2012. P 69.] 

97 　2013年の人権委員会のニュージーランド手話調査では、政府が子どもや家族に対してニュージーランド手話へのアクセスを提供するのが、（とりわけ初期の重要な時期に）「あまりにも少なくあまりにも遅い」ことが判明した[endnoteRef:103]。この調査に応じて、政府はニュージーランド手話をより教育に利用できるようにするための作業プログラムを進めている。 [103:  Human Rights Commission. (2013). “A New Era in the Right to Sign. He Houhanga Rongo te Tika Ki Te Reo Turi: Report of the New Zealand Sign Language Inquiry.” (September 2013). P 35.] 

98　障害のある青年が学校での孤立、排除、いじめ、脅迫の経験を報告している[endnoteRef:104]。 [104:  Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2013: Youth. A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand.” (2013). P 9 & 37.] 

99　主要な障害者支援サービスと権利擁護組織は、教育省が特別教育政策が差別的であると主張する訴訟を進めている。これは、障害のある子どもたちが障害のない子どもと比べて、就学、カリキュラムへのアクセス、学校生活への参加に関して異なる扱いを受けていることについての多数の苦情や懸念に応えたものである[endnoteRef:105]。 [105:  IHC, Education Complaint, accessed on 27th February 2014 at: http://www.ihc.org.nz/campaigns/education/education-complaint/] 

勧告　第24条
32    政府は、障害者権利条約と合致する、すべての人のための強制力のある教育権を確立すること。
33    教育省は、障害者団体と協力して、ニュージーランドを分離インクルーシブ混合教育制度から完全インクルーシブ教育制度に移行させること。
34    教育省は、障害者教育の監視、助言、障害者のリーダーシップのために、障害者団体を含む管理機関を設立すること。
35    教育省は、障害学生の学習結果、成果、参加のデータを、毎年かつ分類した形で集めて、報告すること。
36    教育省は、障害学生にとって学校が確実に安全で成育の場所であるようにするために、いじめ対策プログラムを実施すること。また、障害のある生徒が学校で経験するいじめのタイプと程度についてのデータを提供すること。　
37    高等教育委員会は、高等教育における障害者の成果と経験の分類されたデータを毎年収集し、報告すること。
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第25条　健康　および第26条　ハビリテーション及びリハビリテーション
制度的格差
100　ニュージーランドには、障害支援を提供する2つの制度がある。
a　ケガや事故による障害者を対象とする事故補償法人（ACC）
b　先天的要因や加齢による障害者を支援する、地方保健委員会を含む保健省および社会開発省。
101　法律委員会は、障害の原因に基づく不当な差別として、ACC制度を批判した[endnoteRef:106]。 [106:  Law Commission. “Personal Injury Prevention and Recovery.” (NZLC R4, 1988). P 10.] 

102　ACCが時にはより高いレベルの支援を提供することなど、この2つの制度の間の矛盾と不平等が報告されている。たとえば、糖尿病によって脚や視力が失われた場合、事故の結果として視力や脚が失われた場合よりも、サポートははるかに少ない可能性がある[endnoteRef:107]。障害者は、障害の原因にかかわらず2つの制度をすべての障害者のための1つの制度にするよう求めた。 [107:  Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2012: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand.” (2012). P 48 & 118.] 

103　ケガを原因としない障害者は、差別、不平等、および尊厳と尊敬の欠如など、医療サービスにおけるマイナスの経験をたえず報告している[endnoteRef:108]。 [108:  Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2010: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand.” (2010). P 49, 50.] 

人間中心の障害支援サービスに向けた小さな動き
104　2011年に設立された保健省のデモンストレーション・プロジェクト、障害者が必要とするサービスと支援を受けるために、（障害者が直接補助金を受け取る）個別の資金調達とコーディネーター（による支援）というオプションが含まれている[endnoteRef:109]。このプロジェクトは1つの地域で試行されており、2012年には27人とその家族が生活の中でプラスの変化を達成するのに役立った。 2013年8月には、この新しいプロジェクトへの参加を59人が希望した[endnoteRef:110]。 [109:  Ministry of Health website / Home / Our Work / Disability / New Model for Supporting Disabled People. Accessed on 17 June 2014 at: http://www.health.govt.nz/our-work/disability-services/new-model-supporting-disabled-people]  [110:  Disability Support Services e-newsletter. No.50, August 2013.] 

105　保健省、教育省、社会開発省が関与するもう一つの政府プロジェクトも、障害者に支援とサービスの選択とコントロールをより多く提供することを目指している[endnoteRef:111]。クライストチャーチとワイカト地域では、「よい生活を可能に」デモンストレーションプロジェクトが設立され、3年間活動する予定である。クライストチャーチのプロジェクトは、最初は高いニーズを持つ学校卒業者に焦点を当てている。 [111:  Ministry of Health website / Home / Our Work / Disability / New Model for Supporting Disabled People / Updates. Accessed on 17 June 2014 at: http://www.health.govt.nz/our-work/disability-services/new-model-supporting-disabled-people/updates-new-model-supporting-disabled-people] 

106　これらの新しいアプローチは、多数の障害者に利益をもたらす可能性があるが、これらのプロジェクトは小規模で進展は遅い。また、過去4年間さまざまな要因がサービスの利用を遅らせている[endnoteRef:112]。 [112:  Evalue Research. (December 2012). New Model for Supporting Disabled People: Synthesis of Year 1 Evaluation Findings.] 

107　政府は、これらのデモンストレーション・プロジェクトが将来の方向性を示すと言うのみで、障害者が求めているにもかかわらず、障害者支援制度全体を変革するための長期的な計画や目標に取り組んでいない。
学習障害者／知的障害者
108　ニュージーランドでは、2003年の全国健康委員会の報告書をはじめ、知的障害/学習障害の人々の非常に貧弱な健康状態がよく記録されている[endnoteRef:113]。しかし、これに対処するための進展はほとんどなかった[endnoteRef:114]。この点は、ニュージーランドの第2回普遍的定期的審査で国連が指摘したことである[endnoteRef:115]。 [113:  National Health Committee report. (2003). “To have an ordinary life – Kia Whai Oranga Noa;” and Ministry of Health “Health Indicators for New Zealanders with an Intellectual Disability.” (2011).,. and Ministry of Health. (2011). Health Indicators for New Zealanders with Intellectual Disability. Wellington: Ministry of Health; and Special Olympics New Zealand. “Athlete Health Overview.” (2012). Accessed on 14th February 2014 at http://www.specialolympics.org.nz/Be-a-Volunteer/Healthy-Athletes/Athlete-Health-overview.aspx]  [114:  In 2009 the Government informed the United Nations in its first UPR report that a work plan was in place to address this issue. To date, some District Health Boards have plans in place, but overall there has been minimal progress. Quoted in “Submission of the Independent Monitoring Mechanism of the Convention on the Rights of Persons with Disabilities. Making disability rights real Whakatūturu ngā Tika Hauātanga” (17th June 2013). P 14, in Annex 3 of the Submission of the New Zealand Human Rights Commission to the Eighteenth session of the Human Rights Council; New Zealand’s Second Universal Periodic Review. (17th June 2013); and New Zealand Human Rights Commission Eighteenth Session of the Human Rights Council Universal Periodic Review. (June 2013). “Report on New Zealand’s Human Rights Performance New Zealand Human Rights Commission | Te Kāhui Tika Tangata. (17th June 2013). P 8.]  [115:  United Nations Human Rights Council Working Group on the Universal Periodic Review Eighteenth session (January 2014). “Draft report of the Working Group on the Universal Periodic Review: New Zealand.” Geneva, 27 January - 7 February 2014. P 24. (A/HRC/WG.6/18/L.1).] 

109　政府の新たな障害行動計画2014-2018[endnoteRef:116]は、障害のある人々の健康成果（アウトカム）を向上させる必要性を認識し、そのなかでとくに学習/知的障害のある人々に重点を置いた。目標と時間枠を持つ作業プログラムはまだ開発されていない。 [116:  Office for Disability Issues. (2014). “Disability Action Plan 2014-2018: New Zealand’s priorities to advance implementation of the United Nations Convention on the Rights of Persons with Disabilities and the New Zealand Disability Strategy.” (May 2014).] 

マオリ
110　マオリの人々は、マオリ以外の人々よりも障害の発生率が高く[endnoteRef:117]、ニュージーランドのどの民族集団とくらべても最悪の健康状態である[endnoteRef:118]。 [117:  Statistics New Zealand “Disability Survey: 2013. Key Facts.” (17th June 2014)., and Office for Disability Issues and Statistics New Zealand. (2010). “Disability and Māori in New Zealand in 2006: Results from the New Zealand Disability Survey.” Wellington: Statistics New Zealand. P 10.]  [118:  Ministry of Health, Health Workforce New Zealand, accessed on 14th February 2014 at: http://healthworkforce.govt.nz/our-work/workforce-service-forecasts/rehabilitation] 

111　マオリの人々は、精神病統計では不均衡に高い割合を示し、生活水準が低く、失業率が高く、教育水準と社会経済的地位が低いため、健康状態が悪い[endnoteRef:119]。 [119:  United Nations Human Rights Council, Working Group on the Universal Periodic Review, Eighteenth Session. (2013). “Summary prepared by the Office of the High Commissioner for Human Rights in accordance with paragraph 15 (b) of the annex to Human Rights Council resolution 5/1 and paragraph 5 of the annex to Council resolution 16/21: New Zealand.” (4 November 2013). A/HRC/WG.6/18/NZL/3. P 6.] 

112　政府は、マオリの障害者、主要な利害関係者、およびマオリ障害リーダーシップ・グループと協力して、2012年から2017年までのマオリ障害行動計画を策定した[endnoteRef:120]。マオリ障害行動計画は、マオリの障害者およびその家族の成果を向上させるための優先事項を概説している。マオリの障害者の監視と諮問グループは6ヶ月に1回開催され、実施の進捗状況をレビューし、保健省に助言を提供している[endnoteRef:121]。 [120:  Ministry of Health, Māori Disability Support Services, accessed on 28 April 2014 at http://www.health.govt.nz/our-work/disability-services/maori-disability-support-services and Ministry of Health. 2012. “Whāia Te Ao Mārama: The Māori Disability Action Plan for Disability Support Services 2012 to 2017”. Wellington: Ministry of Health. P 10.]  [121:  It is noteworthy here that New Zealand does not have a DPO representing Māori disabled people generally. An organisation called Ngāti Kāpo is a DPO representing Māori blind and visually impaired people.] 

パシフィカの障害者
113 　パシフィカの人々の障害者[endnoteRef:122]の率は、パシフィカ以外の人々と同様であるが、パシフィカの人々は異なるパターンの障害を呈している。例えば、パシフィカの子どもは、非パシフィカの子どもよりもろうと喘息の割合が高い[endnoteRef:123]。そして、パシフィカの人々は、パシフィカ以外の人々よりも重度の障害の割合が高い[endnoteRef:124]。糖尿病はパシフィカの人々にとって早期死亡率と障害の主要原因であり、心臓病、脳卒中、失明、腎不全、下肢切断による重大な障害を引き起こしている[endnoteRef:125]。 [122:   ‘Pasifika people’ is a term used to describe people living in New Zealand who have migrated from the Pacific Islands or who identify with the Pacific Islands because of ancestry or heritage. The term encompasses multiple countries, ethnicities, nationalities, and cultures from the South Pacific region. Pasifika people have strong family and cultural connections to their South Pacific countries of origin. Ministry of Education. (2002). “Curriculum Stocktake Report to Minister of Education.” (September 2002). P Executive Summary footnote 2.]  [123:  Ministry of Health. (2008). “Pacific Peoples’ Experience of Disability: A paper for the Pacific Health and Disability Action Plan Review.” February 2008. Ministry of Health: Wellington, New Zealand. P vii.]  [124:  Ministry of Health. (2008). “Pacific Peoples’ Experience of Disability: A paper for the Pacific Health and Disability Action Plan Review.” February 2008. Ministry of Health: Wellington, New Zealand. P 21.]  [125:  Ministry of Health. (2008). “Pacific Peoples’ Experience of Disability: A paper for the Pacific Health and Disability Action Plan Review.” February 2008. Ministry of Health: Wellington, New Zealand. P 10.] 

114　パシフィカの障害者は他の人々と比べて、障害支援サービス、設備、技術[endnoteRef:126]、居住サービス、支援された生活サービス[endnoteRef:127]の利用に格差があり、同じ質のケアを受けていないことを示唆する証拠がある。パシフィカの人々は、障害サービスへの障壁には、文化的、言語的、資源的、物理的要因が含まれていると報告している[endnoteRef:128]。 [126:  Ministry of Health. (2008). “Pacific Peoples’ Experience of disability: A paper for the Pacific Health and Disability Action Plan Review.” February 2008. Ministry of Health: Wellington, New Zealand. P 21.]  [127:  Ministry of Health. (2014). “Faiva Ora: National Pasifika Disability Plan January 2014  - June 2016.” P 4.]  [128:  Ministry of Health, Accident Compensation Corporation, Office for Disability Issues. (2004). “Living with Disability in New Zealand: A descriptive analysis of results from the 2001 Household Disability Survey of Residential Facilities.” Wellington: Ministry of Health.] 

115　政府の全国パシフィカ障害計画「Faiva Ora 2014-2016」は、パシフィカ障害者およびその家族の成果を改善するための行動の3つの優先事項を示している[endnoteRef:129]。この行動計画は、パシフィカに対する障害支援サービスを対象としているが、保健サービスへの一般的なアクセスは含まれていない。 [129:  Ministry of Health. (2014). “Faiva Ora: National Pasifika Disability Plan January 2014 - June 2016.”] 

116　指導チームが、この戦略の実施について保健省を支援している[endnoteRef:130]。 [130:  It is notable here that New Zealand does not have a DPO representing Pacific disabled people.] 

障害のある難民
117　ニュージーランドには、毎年ニュージーランドに定着する750人の難民を受け入れる難民割当枠が設けられており、これには病気や障害のある難民のための最大75人までの場所が含まれる[endnoteRef:131]。2012年の報告によると、難民の38％が健康上の問題や障害を抱えており、その人々は他の人よりも孤独を経験する可能性が有意に高かった[endnoteRef:132]。 [131:  Ministry of Business, Innovation and Employment. (2012). “New Land, New Life: Long-Term Settlement of Refugees in New Zealand (Main Report).” P x.]  [132:  Ibid.] 

118　難民支援機関と保健・障害者支援サービスとの間の調整が不足しているため、障害者は情報に対する権利を実現できず、独立して生活することができない[endnoteRef:133]。 [133:  ChangeMakers Refugee Forum. (2012). “The Challenges faced accessing disability support services by Wellington’s refugee-background communities.” A report prepared by ChangeMakers Refugee Forum, November 2012. P 2.] 

ケア担当者の質
119　良質の有給介護者（パーソナル・アシスタント[endnoteRef:134]）を見つけて維持する上での問題は継続的な問題であり、しばしば介護者の低賃金に起因する[endnoteRef:135]。 [134:  New Zealand DPOs have not yet had an opportunity to discuss and agree on a preferred term for carers/personal assistants.]  [135:  Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2010: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand.” (2010). P 49, 51.] 

120　障害のある人々は、高齢ケアや在宅ケア従事者の仕事と報酬について全面的な調査を求めている[endnoteRef:136]。 2008年の国会審査では、介護者とサポート労働者の従業員訓練、賃金、労働条件およびキャリアパス（昇進への道）を改善するための資金を伴った戦略が求められた[endnoteRef:137]。 [136:  Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2012: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand.” (2012). P 13.]  [137:  House of Representatives. (2008). “Inquiry into the quality of care and service provision for people with disabilities: Report of the Social Services Select Committee.” Forty-eighth Parliament (Russell Fairbrother, Chairperson) September 2008. P 6.] 

勧告　第25条
38    政府は、障害者団体と協力して、障害者（特に学習/知的障害のある人々、マオリの障害者、パシフィカの障害者、難民の障害者）の体系的かつ重大な健康状態に対処するために、結果の改善のための明確な目標と時間枠を設定するなどに取り組むこと。　
39    政府は、障害者団体と協力して、労働者の訓練、給与率、労働条件およびキャリアパスを含む介護者/支援労働者の労働力問題に取り組むための戦略を開発、実施、監視すること。
[bookmark: _Toc268717846]
第27条　労働及び雇用　
121　障害者は有意に就労率が低く、障害のない人の70％と比較して43.6％と報告されている[endnoteRef:138]。これらの数字は1996年から2006年の10年間に変化していない[endnoteRef:139]。マオリ、パシフィカ、女性など、複数の不利益を持つ障害者はさらに懸念される。統計によると、マオリの障害者は、非マオリの障害者、非障害者のマオリの成人、非障害者の非マオリの成人よりも、雇用に就く可能性が有意に低いことが示された[endnoteRef:140]。 [138:  The Equal Employment Opportunities Trust quoted in the Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2012: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand. (2012). P 38.]  [139:  Human Rights Commission. (2012). “Making Disability Rights Real Whakatūturu ngā Tika Hauātanga: Annual Report of the Independent Monitoring Mechanism of the Convention on the Rights of Persons with Disabilities 1 July 2011 - 30 June 2012.” P 81; and Human Rights Commission. (2014). “Making Disability Rights Real Whakatūturu ngā Tika Hauātanga: Second Report of the Independent Monitoring Mechanism of the Convention on the Rights of Persons with Disabilities. Aotearoa New Zealand. July 2012 - December 2013.” P 85.]  [140:  Office for Disability Issues and Statistics New Zealand. (2010). Disability and Māori in New Zealand in 2006: Results from the New Zealand Disability Survey. Wellington: Statistics New Zealand P 34; and Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2012: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand.” (2012). P 38.] 

122　雇用主はしばしば、障害者に機会を与えようとせず、また誇張された健康および安全上の懸念や、障害者雇用費のための政府の資金助成についての無知など、間違った前提に立っている[endnoteRef:141]。雇用に恵まれない、しかし十分に教育された障害者の重要なグループがある[endnoteRef:142]。 [141:  Human Rights Commission. (2010). “What Next? National Conversations about Work”. Human Rights Commission: Wellington, New Zealand; and Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2012: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand.” (2012). P 70 & 92.]  [142:  Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2010: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand.” (2010). P 15 & 55., and Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2012: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand.” (2012). P 52.] 

123　障害者の雇用状況に関するデータと情報が不足している。障害者実態調査[endnoteRef:143]は5年ごとにしか実施せず、労働者を監視する毎年のいくつもの政府調査には障害は含まれていない。 [143:  For example, the Household Labour Force Survey, the Income Survey, and the State Services Commission’s Human Resources Capability Survey.] 

124　ニュージーランドの保護雇用制度は2007年3月に廃止され、その代わり1983年最低賃金法で、障害によって制限のある労働者に対して最低賃金免除許可が与えられている。これは、許可期間中の特定の職場の障害者に対して、最低賃金率が低く設定されることを意味する。約1,000人の労働者がこの最低賃金免除の対象となり、そのうち約70％は1時間当たり5ドル以下の賃金となっている[endnoteRef:144]。障害者は、この最低賃金免除が廃止されるよう求めてきた[endnoteRef:145]。 [144:  Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2012: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand.” (2012). P 40; and New Zealand Human Rights Blog. “Minimum Wage Exemption Permits: Sanctioned Discrimination” by Sam Jeffs 29 April 2014 accessed on 25 June 2014 at: http://nzhumanrightsblog.com/newzealand/minimum-wage-exemption-permits-sanctioned-discrimination/]  [145:  Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2012: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand.” (2012). P 84.] 

125　ニュージーランド障害者連盟は「労働への橋」（Workbridge）と共に、障害のある人々をより満足のいく雇用に導く解決策を見つけるために、障害者、障害者団体、サービス事業者、および雇用主に呼びかけて「障害者雇用フォーラム」を設立した。この取り組みには長期的な全政府戦略の策定が含まれる。
勧告　第27条
40    政府は、障害者団体と協力して、雇用されている障害者の数を増やすための取り組みを計画し実施することを継続すること。雇用における合理的配慮が理解され提供されるようにすること。障害者のキャリア進展を支援すること。公的部門は模範的な立場となること。この計画には、障害者の成果（アウトカム）を改善するための明確な目標と時間枠を含めること。
41    政府は、障害者団体と協力して、障害者の雇用に関するデータと情報を増やすために活動すること
42    政府は、障害者団体と協力して、障害者権利条約との整合性を保証する最低賃金免除のより良い代替案を開発するために活動すること。
[bookmark: _Toc268717848]
第28条　相当な生活水準及び社会的な保障
126　人口集団として、障害のあるニュージーランド人は社会経済的地位が低い。彼らは自分自身で生活する可能性が高く、所得の低い世帯に住む可能性が高い。彼らはまた、教育資格を持つ可能性が低く、就労している可能性が低い[endnoteRef:146]。 [146:  Office for Disability Issues. “Indicators from the 1996, 2001 and 2006 New Zealand Disability Surveys for monitoring progress on outcomes for disabled people”. Accessed on 1 April 2014 at http://www.odi.govt.nz/resources/research/outcomes-for-disabled-people/index.html] 

127　 2010年の「障害の費用」調査研究では、1人の障害者の1週間の追加費用は、機能障害の種類とニーズのレベルに応じて、1週間にわずか200ドル未満から2,500ドル以上までの範囲であることが判明した[endnoteRef:147]。 [147:  Disability Resource Centre. (2010). “The Cost of Disability”. Disability Resource Centre: Auckland, New Zealand P 16. Accessed on 1 April 2014 at:  http://www.disabilityresource.org.nz/uploads/72305/files/Cost-of-Disability-Report.pdf] 

128　政府は障害による費用を支援するためにさまざまな財政的支援を提供しているが、一部の費用は認定されず、提供される財政的支援は実際のコストよりもしばしば低い[endnoteRef:148]。財政的支援は、時間コスト（余分な時間を要する、など）と機会費用（機会が少ない、など）を考慮していない。研究によると、障害の費用の大部分は個人およびその家族が負担している[endnoteRef:149]。 [148:  Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2012: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand.” (2012). P 53.]  [149:  Gravitas Research and Strategy Ltd and Market Economics Ltd (2004) “The Cost of Blindness in New Zealand: Final report.” Prepared for the Royal New Zealand Foundation of the Blind (24th December 2004). P Executive Summary, Conclusion.] 

129　障害のある人々は、障害の費用が障害者の能力を削る効果を持っていることへの認識を求めている[endnoteRef:150]。 [150:  Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2012: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand.” (2012). P 13] 

勧告　第28条
43    政府は、障害の費用を見直し、障害者にとってこの費用がどのように社会への完全な参加に障壁を生み出すかをよりよく理解すること。
[bookmark: _Toc268717850]
第29条　政治的及び公的活動への参加
選挙委員会
130　選挙委員会は、2005年以来、選挙イベントや投票情報へのアクセスを改善するために障害者と協力してきた[endnoteRef:151]。その結果、アクセス可能な情報、テレビ広告のキャプション、アクセス可能な投票場所に関する情報、選挙日のスタッフの障害意識啓発トレーニング、学習/知的障害のある有権者のためのDVDリソースキットが増加してきた。 [151:  Electoral Commission. (2014). “Access 2020: Electoral Commission Disability Strategy P 2.] 

131　選挙委員会の選挙後調査には、障害者が含まれており、アクセス可能な情報についての高い認識と、アクセス可能な投票プロセスに関する肯定的なコメントがあることが示された[endnoteRef:152]。 [152:  Colmar Brunton. (2012). “Disability voter and non-voter survey report.” Report prepared for the Electoral Commission, March 2012. P 2 & 3.] 

132　選挙委員会の新たな障害戦略は、2020年までに障害のある有権者が国会選挙で独立した秘密の投票を行うことを確実にすることを目指している[endnoteRef:153]。これには、2014年9月の総選挙での電話による口述投票の実現可能性を検討することも含まれる。また、2020年の総選挙でニュージーランドでオンライン投票を行うことを目標に、海外オンライン投票の進捗状況を監視している。 [153:  Electoral Commission. (2014). “Access 2020: Electoral Commission Disability Strategy.” P 2.] 

投票権の制限
133　1993年ニュージーランドの選挙法は、重い精神的健康状態による刑事犯罪のために3年以上拘留されている（必ずしも有罪とは限らない）人々を含め、特定のカテゴリーの人々の投票権を失格としている[endnoteRef:154]。この失格を再考することが勧告されている[endnoteRef:155]。 [154:  Human Rights Commission. (2012). “Political Participation for Everyone: Disabled People’s Rights and the Political Process.” (October 2012). P 7.]  [155:   Ibid. P 7.] 

勧告　第29条
44    政府は、拘留されている障害者の投票に対する制限を取り除くこと。
45    政府は、すべての障害者が全国および地方選挙で十分に情報を得た、独立した秘密投票にアクセスできるようにする作業を引き続き進めること。またその配慮は多様な障害者の要求を満たすものとすること。

[bookmark: _Toc268717854]第30条　文化的な生活、レクリエーション、余暇及びスポーツへの参加
134　ニュージーランドの感覚障害者のテレビ、DVD、オンライン放送へのアクセスは、比較したい他のどの国と比べても非常に低い。ニュージーランドのテレビの10％未満が字幕付きで、1日あたり約2時間しかテレビの音声記述がなされていない[endnoteRef:156]。 [156:  Carter, R., and Bensley, K. (2011). “Captioning in New Zealand: Evidence to support legislation change to make captioning in New Zealand compulsory.” (September 2011). P 5; and Able, New Zealand Captioning and Audio Description Service, accessed on 11 July 2014 at http://able.co.nz/audio-description/audio-described-programme-listings] 

135　人々が放送にアクセスする方法は急速に変化しており、ニュージーランドの放送のアクセシビリティを向上させるための包括的なアプローチが必要である[endnoteRef:157]。障害のある人々は、字幕や音声記述を義務づける法令によってアクセシブルな放送の割合を徐々に増加させ、高品質の基準を確保することを要求している[endnoteRef:158]。 [157:  Human Rights Commission. (2014). “Making Disability Rights Real Whakatūturu ngā Tika Hauātanga: Second Report of the Independent Monitoring Mechanism of the Convention on the Rights of Persons with Disabilities. Aotearoa New Zealand. July 2012 - December 2013.” P 100.]  [158:  Carter, R., and Bensley, K. (2011). “Captioning in New Zealand: Evidence to support legislation change to make captioning in New Zealand compulsory.” (September 2011). P 5 & 6., and the Association of Blind Citizens New Zealand. (2008). “The Great Barrier Brief. Register of Issues – Blind People Speaking for Ourselves: Issue 7: Audio Description.” P 4.] 

136　盲・視覚障害者は、マラケシュ条約[endnoteRef:159]に署名し批准するよう政府に要請した。世界の出版された書籍の1〜7％のみがアクセシブルな形式で入手可能であり、その理由の一部は著作権法上の障壁である[endnoteRef:160]。この条約は、視覚障害者および印刷物への障害のある人のために著作権の例外を国内法で設けることを要求し、アクセシブルな資料の輸出入を許可することによって、これに対処している。 [159:  World Intellectual Property Organisation. (2013). “Marrakesh Treaty to Facilitate Access to Published Works for Persons Who Are Blind, Visually Impaired, or Otherwise Print Disabled.” (27th June 2013).]  [160:  World Blind Union website. “The Treaty of Marrakesh Explained.” Accessed on 16th June 2014 at: http://www.worldblindunion.org/english/news/Pages/The-Treaty-of-Marrakesh.aspx and http://www.worldblindunion.org/English/news/Pages/World-Braille-Day-2014.aspx] 

マオリおよびパシフィカの障害者
137　マオリの障害者は、マオリの文化や言語のいくつかの側面にアクセスできないと報告している[endnoteRef:161]。マオリ教会とパシフィカ教会は重要な文化とコミュニティの会合場所であり、マオリ族障害者とパシフィカ障害者のためのアクセスは問題が多い。たとえば、ろうのマオリの人々がマオリの文化や言語にアクセスする権利は、ニュージーランドで3言語の通訳者が2人しかいない[endnoteRef:162]ため、大幅に制限されている（三言語通訳は、英語、マオリ語、ニュージーランド手話）。 [161:  Human Rights Commission. (2012). “Making Disability Rights Real – Whakatūturu ngā Tika Hauātanga: Annual report of the Independent Monitoring Mechanism of the Convention on the Rights of Persons with Disabilities.” 1 July 2011 - 30 June 2012. P 11 & 52.]  [162:  Ibid. P 60] 

勧告　第30条
46    政府は、障害者団体と協力して、放送のアクセシビリティを向上させる計画を策定し実施すること。これには、テレビやオンライン放送を含め、また字幕と音声解説がある放送の割合を徐々に増加させること。
47    政府は、障害者団体と協力して、マオリとパシフィカの障害者がマオリ/パシフィカの文化と言語にアクセスして参加できるようにするために、計画を策定、実施、監視すること。
48    政府は2015年12月までにマラケシュ条約に署名し批准すること。

[bookmark: _Toc268717857]第31条　統計及び資料の収集
138　中央および地方政府によって収集された障害者についての有意義で、分析的および人口統計学的データの欠如は、障害者権利条約を有意義に監視する政府の意思について深刻な疑問を提起するものである。
139 　障害者権利条約連合は、地区保健委員会、学校、地方自治体を含む政府機関が、年次報告書で障害者に関する分別データを収集し報告することを求められるようにすることを勧告した[endnoteRef:163]。障害者は、人口の24％を占めるニュージーランドで最大の疎外化された少数派グループであり[endnoteRef:164]、すべての政府機関の監視と報告において、標準的な人口学的質問に障害を含める必要がある。 [163:  Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2012: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand.” (2012). P 12 & 82.]  [164:  Statistics New Zealand. (2014). “Disability Survey 2013: Key Facts.”] 

勧告　第31条
49    ニュージーランド統計局は、障害者団体と協力して、地区保健委員会、学校、地方自治体などの政府機関が障害者についての分類されたデータを収集し、それぞれの機関の報告で公表するための全政府作業プログラムの開発、実施、監視を行うこと。

[bookmark: _Toc268717859]第32条　国際協力
140　太平洋障害フォーラム（PDF）は、障害者の生活を改善するために働く、障害者の、障害者のための、パシフィカの障害者団体（ニュージーランドの障害者団体を含む）の連帯である。
141　2010年8月、ニュージーランド政府は太平洋諸島フォーラムの他のパシフィカの指導者とともに、パシフィカの障害戦略（2010-2015年）を支持した。
142　2011年3月の国連人権理事会において、ニュージーランドは、政府の国際協力活動が障害者権利条約と合致し、障害に特化した取り組みを確実にするための決議を支持した[endnoteRef:165]。 この決議に対するニュージーランド政府の明確な支持にもかかわらず、同年にPDFへの障害開発資金の提供を中止した[endnoteRef:166]。 [165:  United Nations General Assembly, Human Rights Council sixteenth session Agenda item 3 (21 March 2011). “Promotion and protection of all human rights, civil political, economic, social and cultural rights, including the right to development.” A/HRC/16/L.20. P 2 para 5.]  [166:  Between 2007 and 2011 the New Zealand Government provided NZ Aid funding to the PDF to provide disability development in the Pacific region.] 

勧告　第32条
50    政府は、太平洋障害フォーラム（PDF）を含む太平洋における特定の障害の開発イニシアチブに対する財政支援を復活させ、ニュージーランドの障害者団体およびオーストラリアと協力してそのような取り組みの実施およびモニタリングを行うこと。

[bookmark: _Toc268717861]第33条　国内における実施及び監視
143　この条項に応えて、ニュージーランド政府は、障害者権利条約のための独立監視機構を確立した。これは、条約監視連合グループ（7つの障害者団体の連合[endnoteRef:167]）、人権委員会、オンブズマン事務所の3つの団体で構成されている。 [167:  The seven DPOs are: Disabled Persons Assembly NZ Inc., Association of Blind Citizens, Balance New Zealand, Deaf Aotearoa NZ Inc., Deafblind NZ Inc., Ngāti Kāpo o Aotearoa Inc., People First NZ Inc.] 

144　条約監視連合グループは、障害のあるニュージーランド人の権利に関する監視報告書を作成するため、社会開発省から資金提供を受けた。グループは2010年から4つの報告書を完成させた。
145　この監視作業は、障害者権利推進インターナショナル（DRPI）が作成した国際的な監視手段を利用して行われている。障害者が経験する差別の深さと範囲を把握するために、DRPIの枠組みでは、3つの分野で監視する。
a　個人違反
b　システム（政策と立法の枠組み、判例法など）
c　メディアの障害に関する報道
146　条約監視連合グループの2013年から2016年までの作業のための政府資金助成は、上記DRPIの３分野のうち最初の1つのみをカバーするもので、報告書は全体像の一部しか示していない。
勧告　第33条
51    社会開発省は、障害者権利条約の独立したモニタリングの報告をするために、DRPI（障害者権利推進インタナショナル）の監視枠組みの3つの分野すべてにおいて戦略的モニタリングを総括的に行うために、条約監視連合グループに対する継続的な資金提供を行うこと。

[bookmark: _Toc268717863]選択議定書
147　障害者は、障害者権利条約選択議定書にすぐに署名して批准するよう、ニュージーランド政府に要請した[endnoteRef:168]。 [168:  Convention Coalition Monitoring Group. “Disability Rights in Aotearoa New Zealand 2012: A report on the Human Rights of Disabled People in Aotearoa New Zealand.” (2012). P 13 & 82.] 

148　2014年1月のニュージーランド第2回普遍的定期的審査では、政府は障害者権利条約への選択議定書への加盟が重要な検討事項であることを確認した[endnoteRef:169]。しかし、障害者団体はこれを達成するための具体的な計画や時間枠について認識していない。 [169:  United Nations General Assembly, Human Rights Council, Working Group on the Universal Periodic Review Eighteenth session, Geneva (27 January-7 February 2014). “Draft report of the Working Group on the Universal Periodic Review: New Zealand.” (29 January 2014). P 12 para 95.] 

勧告　選択議定書
52    政府は、障害者権利条約の選択議定書を批准する計画と予定時期について明らかにする。


付属資料　A

以下は、この報告書をまとめた7つの障害者団体の簡単な組織の説明です。

ニュージーランド盲市民協会
ニュージーランドの盲市民協会（Blind Citizens NZ）は、1945年に設立され、ニュージーランドの主要な盲人消費者団体であり、もっとも大きな障害者団体の一つです。私たちの目的は、盲・視覚障害者の権利に対する認識を高め、アクセシブルで平等かつインクルーシブな社会に住む私たちの能力に影響を与える障壁を取り除くことです。私たちは、地方支部や非公式ネットワークを通じて私たちの仕事に参加する約1,500人の盲・視覚障害者の全国会員を擁しています。
私たちは、盲・視覚障害者のニーズに対する認識を高めるために、そして障壁を取り除くために、政府、盲・視覚障害者へのサービス提供者、公的・民間のサービスや施設の提供者と協力し、私たちもまた世界に印を刻めるよう活動しています。ニュージーランド盲市民協会の目的は、盲・視覚障害者の利益、幸福、権利をあらゆる方法で促進することです。
バランス・ニュージーランド
バランス・ニュージーランド（NZ）は、精神的な苦痛の実際の経験を持つ人々の全国ネットワーク（仲間・ピアの団体）です。私たちは、90年代半ばに躁うつ病支援団体のネットワークとして形成され、そこからすべての精神保健の仲間を含む地域、全国、国際ネットワークの構築と維持に積極的に関与するように進化しました。 バランス NZは、私たちすべてのためのより健康的な社会を作るために、メンバーと一緒に仲間による情報提供、教育、サポート、訓練、権利擁護、研究を行います。
ろうアオテアロアニュージーランド
ろうアオテアロアは障害者の組織であり、ろう者のための国際機関である世界ろう連盟のニュージーランド代表です。ろうアオテアロアは、政府機関、その他の非営利団体や民間部門と緊密に協力して、ろう者の生活への理解を高め、ニュージーランド手話を促進し、ろう者の権利を強化します。
私たちは主にろう者社会のメンバーと活動しつつ、同時にさまざまな分野の一般市民に情報とリソースを提供しています。ろうアオテアロアはニュージーランドのろう者のための全国サービス提供事業者です。ろう アオテアロアは、すべての分野で通訳サービスを提供する唯一のニュージーランド手話通訳サービス（iSign）を所有しています。
ニュージーランド（NZ）盲ろう協会
NZ盲ろう協会は、このユニークな二重の感覚喪失を抱えるニュージーランドの人々の権利擁護と支援組織として働く消費者主導の協会です。私たちは、盲ろう者やその他の障害のある人々に、生活の質を向上させるために自分自身で話すことを勧めます。王立ニュージーランド盲人財団といくつかの政府機関と協力して、私たちはこの二重障害のある人々のニーズについて助言し、社会への完全な包含を妨げる障壁を打破することを助けます。私たちはまた、私たちの個人的な成長やグループの成長の重要な側面として、ピアサポートを奨励しています。
ニュージーランド障害者連合
ニュージーランド障害者連合（DPA）は、障害のあるニュージーランド人の全国組織であり、共同の声です。障害者によって運営される会員中心の組織です。組織の主な目的は、あらゆる種類の障害のあるメンバーの声を明確にすることです。 DPAは、他の障害者団体、連携する民間団体、政府と協力して、アオテアロアニュージーランドの障害者権利条約の実施を進めます。
DPAには障害者または障害者の両親か後見人である900人の個人会員、そして障害者へのサービス提供をする約200の団体会員がいます。DPAのメンバーは、地方や国の問題を議論するために、地方連合のネットワークを形成しています。
国際レベルではDPAは障害者インターナショナル(DPI)と国際リハビリテーション協会（RI）のニュージーランドを代表する会員です。
NgātiKapoアオテアロア（マオリの障害者団体）
NgātiKāpōは、Kāpō（盲・視覚障害者およびろう者の盲人）によって創設された先住民の障害者組織で、この組織の目標および目的（マオリの文化哲学、議定書、習慣に基づく）を支持する者は誰でも会員になることができます。
NgātiKāpōがそのメンバーから課せられていることは、メンバーがwhānauoraを達成し、個人として、whānau として、さらにニュージーランド社会に貢献する市民としての潜在力を実現する戦略とサービスの創造、促進、貢献に役立つことです。
ピープルファースト・ニュージーランド
ピープルファースト・ニュージーランド(NZ)は、学習（知的）障害のある人々が主導し運営する全国レベルの自己権利擁護組織です。 ピープルファーストNZは、人権の枠組みの中で活動し、学習障害のある人々が強く価値あるニュージーランド市民になるようにエンパワーし支援します。ピープルファーストNZは、選出された6人の地方会長（学習障害者）と2人の議決権のない助言者から構成される全国委員会によって運営されます。
ピープルファーストNZは、ニュージーランド全体で30の地方自己権利擁護グループを持ち、メンバーは重要な問題について地方レベルや全国レベルで話します。 ピープルファーストNZ には教育部門に「共に学ぶ」と「読みやすい版翻訳サービス」があり、プロジェクト作業を行なっています。
ピープルファーストNZは、学習障害のあるすべての人々の権利とインクルージョンを主張する国際的な社会正義運動の一環です。
（JD仮訳：佐藤久夫・馬橋憲男）


文末注
